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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第109期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第108期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 4,683,786 27,959,687

経常利益 (千円) 35,892 917,328

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △792,461 814,464

純資産額 (千円) 5,718,721 6,850,449

総資産額 (千円) 15,818,682 18,636,589

１株当たり純資産額 (円) 45.01 50.08

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △6.07 5.94

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 36.2 36.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 204,526 862,326

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 166,546 △827,794

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △402,302 △250,419

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,207,213 2,238,442

従業員数 (名) 269 254

(注) １　売上高には、消費税等は含まない。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、第108期については潜在株式がないため、第109期第１四半

期連結累計(会計)期間については潜在株式がなく、また、１株当たり四半期純損失を計上しているため記載し

ていない。　　

３　従業員数は、就業人員を表示している。
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２ 【事業の内容】

当グループは、当社及び子会社２社で構成され、建設事業及び不動産事業を主な事業の内容としている。

当第１四半期連結会計期間において、当グループが営む事業の内容について重要な変更はない。また、主要

な関係会社についても異動はない。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　　　　　平成20年6月30日現在

従業員数(名) 269〔47〕

(注) １　従業員数は、当グループから当グループ外への出向者を除き、当グループ外から当グループへの出向者を含む

就業人員である。

２　従業員数欄の〔　〕内は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員である。　

３　臨時従業員には、雇用期間を限定した契約社員を含み、パートタイマー及び派遣社員を除いている。　

　

(2) 提出会社の状況

　　　　　平成20年6月30日現在

従業員数(名) 250〔18〕

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。　

２　従業員数欄の〔　〕内は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員である。

３　臨時従業員には、雇用期間を限定した契約社員を含み、パートタイマー及び派遣社員を除いている。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
　
(1) 受注実績
　

区分 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

建設事業 3,916 18,771

不動産事業 ― ―

合計 3,916 18,771

　

　

(2) 売上実績
　

区分 売上高(百万円)

建設事業 4,657

不動産事業 26

合計 4,683

(注) １　当グループでは、建設事業以外は受注生産を行っていない。

２　当グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。

３　売上総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、以下のとおりである。

　

相手先

当第１四半期連結会計期間

売上高(百万円) 割合(％)

株式会社アーネストワン 1,277 27.3

４　上記の金額には、消費税等は含まない。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行っていない。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものである。

　

(1)　業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油・原材料価格の高騰による企業収益の減少やサ

ブプライムローン問題を背景とした米国経済の減速の影響を受け、景気の悪化懸念が拡がる一方、建設業界

においては、先行き不透明な経済情勢を受けて建設投資が低調な推移を示す中、建設資材価格の高騰などに

より依然として厳しい経営環境に置かれることとなった。

　このような状況の中、当グループの業績は、売上高が46億83百万円、営業利益が35百万円、経常利益が35百

万円となった一方、販売用不動産評価損及び貸倒引当金繰入額等を特別損失に計上したことにより、四半期

純損失は７億92百万円となった。

　なお、当グループの売上高は、主たる事業である建設事業の特徴として、工事の完成引渡が第４四半期連結

会計期間に集中するため、通期の業績予想に対し、第１四半期連結会計期間の売上高の割合が低くなる季節

的変動がある。

　

事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりである。

　　　(建設事業)

建設事業については、不動産市況の急激な悪化により民間建設投資の中心であったマンション建設需

要が大幅に縮小したこともあり、受注高は39億16百万円にとどまり、完成工事高は46億57百万円、営業利

益は32百万円となった。

　

　　　(不動産事業)

不動産事業については、一部保有不動産の賃貸事業を行ってきた。その結果、不動産売上高は26百万円、

営業利益は８百万円となった。

　

　

(2)　財政状態の分析

当グループの当第１四半期連結会計期間末における総資産は158億18百万円となり、前連結会計年度末に

比べ28億17百万円減少した。主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等の減少27億58百万円である。

　負債は100億99百万円となり、前連結会計年度末に比べ16億86百万円減少した。主な要因は、支払手形・工

事未払金等の減少16億26百万円である。

　純資産は57億18百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億31百万円減少した。主な要因は、四半期純損失

７億92百万円の計上及び自己株式の取得による減少４億２百万円である。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前四半

期純損失７億80百万円を計上したことに加え仕入債務が12億84百万円減少した一方、売上債権が27億59百

万円減少したこと等の影響により、２億４百万円の資金増加となった。

　投資活動によるキャッシュ・フローについては、投資有価証券の売却や貸付金の回収が進んだこと等によ

り、１億66百万円の資金増加となった。

　財務活動によるキャッシュ・フローについては、市場から自己株式を取得したことにより、４億２百万円

の資金減少となった。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、22億７百万円となった。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当グループは、「１ 四半期連結財務諸表 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記

載のとおり、不動産市況の急激な悪化に伴い、一部のマンション工事債権に回収遅延が生じたこと、施工中

のマンション工事に係る資金立替が今後増加していくこと等の理由により、事業を運営していく上での運

転資金は著しく不足し、支払債務の履行が困難な状態にある。また、このような状況の中、提出会社である当

社は、平成12年に申立てを行った「特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律」による特定

調停の決定に基づく借入金の返済(プロラタ返済)を、前期業績に基づき、平成13年から平成19年まで毎年６

月末日に実施してきたが、平成20年６月末日における返済債務700,385千円について、本四半期報告書提出

日現在その返済を遅滞していることから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。

　当グループとしては、相手先金融機関に対し、遅滞している返済債務について分割弁済の計画を提出し、７

月末から当該計画に従って分割弁済を行うとともに、「１ 四半期連結財務諸表 注記事項 (重要な後発事

象)」に記載のとおり第三者割当による新株式及び新株予約権の発行を決議したほか、工事請負に関して民

間住宅物件に偏らない公共工事とのバランスを考慮した受注方針への転換、資産リストラとして保有する

有価証券や不動産の売却の促進、不動産等を担保に新規借入を行う等、資金繰りの改善と安定化に向けての

諸施策を進めることで資金確保に努め、一日も早く当該状況を解消することが当面の最重要課題であると

認識している。

　

(5)　研究開発活動

当第１四半期連結会計期間において、特記すべき研究開発活動は行っていない。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はない。また、当第１四半期

連結会計期間において、新たに確定した主要な設備の新設、除却等はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 540,000,000

計 540,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年8月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 137,076,000同左
東京証券取引所
(市場第二部)

―

計 137,076,000同左 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年６月30日 ― 137,076,000― 5,391,812― 68,793

　

　

(5) 【大株主の状況】

①　当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。

②　当第１四半期会計期間において、株式会社ＮＦＫホールディングスから平成20年５月15日付で提出された変更

報告書及び平成20年６月27日付で提出された訂正報告書により、平成20年５月14日現在で以下の株式を所有

している旨の報告を受けているが、当社として第１四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認が

できていない。なお、その変更報告書及び訂正報告書の内容は、以下のとおりである。

平成20年５月14日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数　
(千株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

株式会社ＮＦＫホールディン
グス

神奈川県横浜市鶴見区尻手２丁目１番53号 6,112 4.46

　

③　当第１四半期会計期間において自己株式を取得したことにより、当社が平成20年６月30日現在所有する株式数

の合計は10,023,847株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は7.31％である。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きないため、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 　  273,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式　　　11,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 136,687,000136,687 ―

単元未満株式 普通株式　 　105,000 ― ―

発行済株式総数 137,076,000― ―

総株主の議決権 ― 136,687 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が140,000株(議決権140個)含ま

れている。

２　「単位未満株式」欄の普通株式には、当社所有に自己株式847株が含まれている。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
井上工業株式会社
(相互保有株式)
井上道路株式会社

群馬県高崎市和田町２－３

群馬県高崎市和田町２－３

273,000

11,000

―

―

273,000

11,000

0.20

0.01

計 ― 284,000― 284,000 0.21

　

　

EDINET提出書類

井上工業株式会社(E00134)

四半期報告書

10/29



２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 49 44 43

最低(円) 37 38 37

(注)　東京証券取引所市場第二部における最高・最低株価を記載している。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。

　　役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役社長
(代表取締役)

取締役副社長 中　村　　　剛　 平成20年７月22日

取締役
取締役社長
(代表取締役)

宮　﨑　純　行 平成20年７月22日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」(平成20年８月７日 内閣府令第50号)附則第７条第１項第３号ただし書き及び附則第７条第１

項第５号ただし書きの規定を適用し、当該改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、誠栄監査法人により四半期レビューを

受けている。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代している。

　第108期連結会計年度　　　　　　優成監査法人

　第109期第１四半期連結累計期間　誠栄監査法人
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,219,731 2,247,956

受取手形・完成工事未収入金等 ※１, ※４, ※５
 7,303,475

※１, ※４, ※５
 10,062,312

未成工事支出金 ※１
 2,338,504 1,502,728

販売用不動産 1,139,058 1,279,415

その他 1,285,103 1,288,573

貸倒引当金 △817,677 △171,851

流動資産合計 13,468,195 16,209,135

固定資産

有形固定資産 ※２
 1,644,230

※２
 1,663,061

無形固定資産 33,880 36,026

投資その他の資産

その他 1,282,072 1,391,727

貸倒引当金 △609,698 △663,361

投資その他の資産合計 672,374 728,366

固定資産合計 2,350,486 2,427,454

資産合計 15,818,682 18,636,589

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,219,908 6,846,176

短期借入金 1,268,191 700,385

未払法人税等 7,821 21,900

未成工事受入金 ※１
 1,535,260 1,703,486

引当金 81,030 123,864

その他 338,037 176,361

流動負債合計 8,450,250 9,572,174

固定負債

長期借入金 636,650 1,204,455

退職給付引当金 994,213 994,505

その他 18,846 15,004

固定負債合計 1,649,710 2,213,965

負債合計 10,099,960 11,786,140
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,391,812 5,391,812

資本剰余金 68,793 68,793

利益剰余金 666,376 1,458,838

自己株式 △415,280 △12,978

株主資本合計 5,711,701 6,906,465

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,019 △56,015

評価・換算差額等合計 7,019 △56,015

純資産合計 5,718,721 6,850,449

負債純資産合計 15,818,682 18,636,589
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(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

売上高 4,683,786

売上原価 4,433,081

売上総利益 250,705

販売費及び一般管理費 ※１
 215,446

営業利益 35,258

営業外収益

受取利息 14,015

受取配当金 4,447

その他 10,376

営業外収益合計 28,839

営業外費用

支払利息 11,278

債権売却損 12,224

その他 4,702

営業外費用合計 28,205

経常利益 35,892

特別利益

前期損益修正益 774

固定資産売却益 2,473

特別利益合計 3,248

特別損失

固定資産除却損 69

投資有価証券売却損 30,969

販売用不動産評価損 144,603

貸倒引当金繰入額 643,506

特別損失合計 819,149

税金等調整前四半期純損失（△） △780,007

法人税、住民税及び事業税 7,828

法人税等調整額 4,625

法人税等合計 12,454

四半期純損失（△） △792,461
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △780,007

減価償却費 21,745

貸倒引当金の増減額（△は減少） 592,163

賞与引当金の増減額（△は減少） △45,531

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △2,974

工事損失引当金の増減額（△は減少） 5,671

退職給付引当金の増減額（△は減少） △291

受取利息及び受取配当金 △18,463

支払利息 11,278

有形固定資産売却損益（△は益） △2,473

投資有価証券売却損益（△は益） 30,969

販売用不動産評価損 144,603

売上債権の増減額（△は増加） 2,759,897

未成工事支出金の増減額（△は増加） △835,775

たな卸資産の増減額（△は増加） △149,642

未収入金の増減額（△は増加） 38,163

仕入債務の増減額（△は減少） △1,284,632

未成工事受入金の増減額（△は減少） △168,225

その他 △112,637

小計 203,836

利息及び配当金の受取額 17,070

利息の支払額 △13,383

法人税等の支払額 △2,998

営業活動によるキャッシュ・フロー 204,526

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △148

投資有価証券の売却による収入 36,575

有形固定資産の取得による支出 △10,284

有形固定資産の売却による収入 2,500

貸付けによる支出 △4

貸付金の回収による収入 137,465

その他 443

投資活動によるキャッシュ・フロー 166,546

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △402,302

財務活動によるキャッシュ・フロー △402,302

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △31,228

現金及び現金同等物の期首残高 2,238,442

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１, ※２
 2,207,213
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

当グループは、一部のマンション工事債権に回収遅延が生じたこと、施工中のマンション工事に係る

資金立替が今後増加していくこと等の理由により、事業を運営していく上での運転資金は著しく不足

し、支払債務の履行が困難な状態にある。

　このような状況の中、提出会社である当社は、平成12年に申立てを行った「特定債務等の調整の促進

のための特定調停に関する法律」による特定調停の決定に基づく借入金の返済(プロラタ返済)を、前

期業績に基づき、平成13年から平成19年まで毎年６月末日に実施してきたが、平成20年６月末日におけ

る返済債務700,385千円について、本四半期報告書提出日現在、その返済を遅滞している。

　従って、上記の事象により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。

　当グループとしては当該状況を解消すべく、相手先金融機関に対し、遅滞している返済債務について

分割弁済の計画を提出しており、７月末から当該計画に従って分割弁済を実施している。更には、「１ 

四半期連結財務諸表 注記事項 (重要な後発事象)」に記載のとおり、平成20年８月28日開催の取締役

会において、平成20年９月24日を払込期日とする第三者割当による新株式の発行並びに平成20年９月

25日から平成21年９月24日までを行使期間とする新株予約権の発行を決議しており、割当予定先とは、

本件増資に関する基本契約を締結するほか、新株予約権について行使スケジュールに関する合意を取

交わすことから、年内において総額3,020,000千円の資金調達が完了する予定である。また、資金繰りの

改善と安定化に向けての施策として、工事請負に関して民間住宅物件に偏らない公共工事とのバラン

スを考慮した受注方針に転換しており、資産リストラとして保有する株式や不動産の売却を進めるほ

か、不動産等を担保に新規借入を行うことで資金の確保に努めている。

　上記の諸施策を実行し、資本政策による調達資金の払い込みが行われることにより、当グループの資

金繰りは安定し、継続企業の前提に関する重要な疑義を解消できるものと判断している。

　従って、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、上記のような重要な疑義の影響

を四半期連結財務諸表には反映していない。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

会計処理の原則及び手続の変更

 

 

 

(重要な資産の評価基準及び評価方法の変更)

販売用不動産

　販売用不動産については、従来、個別法による原価法によっていたが、当第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基

準第９号 平成18年７月５日)が適用されたことに伴い、販売用不動産につい

て個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法)により算定している。

　これにより、税金等調整前四半期純損失は144,603千円増加している。
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【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

１　棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末に保有する棚卸資産の簿価切下げにあたって

は、収益性が低下していることが明らかな棚卸資産についてのみ正味売却価

額を見積り、簿価切下げを行うことにしている。

２　固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費につい

ては、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定している。

　

【追加情報】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

(有形固定資産の耐用年数の変更)

　平成20年度の法人税法改正による法定耐用年数の変更に伴い、当社及び連結子会社は当第１四半期連結会計期間より

機械及び装置について耐用年数の変更を行っている。

　なお、上記耐用年数の変更による損益及びセグメント情報に与える影響は軽微である。
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【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　工事進行基準を適用していた工事のうち、成果の確

実性に懸念が生じたため、当第１四半期連結会計期

間において工事完成基準に適用変更したものがあ

る。工事完成基準に適用変更した工事の当第１四半

期連結会計期間末における各科目の残高は、次のと

おりである。

完成工事未収入金 858,705千円

未成工事支出金 147,094千円

未成工事受入金 20,729千円

　　　また、工事進行基準を適用している工事のうち、未引

渡しの状態につき留置権を有しているものがあり、

当該工事の第１四半期連結会計期間末における完成

工事未収入金の残高は434,086千円である。

―――――――

※２　有形固定資産の減価償却累計額

1,300,349千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

1,283,126千円

　３　偶発債務(保証債務)

　　下記の会社の手付金等保証を行っている。

一建設㈱ 41,200千円

㈱グローバル・ファンデックス 32,300千円

㈱エルシード 22,200千円

東洋ホーム㈱ 6,700千円

合計 102,400千円

　３　偶発債務(保証債務)

　　下記の会社の手付金等保証を行っている。

シーズクリエイト㈱ 51,900千円

㈱アーネストワン 29,700千円

㈱エルシード 19,800千円

㈱グローバル・ファンデックス 13,600千円

㈱エス・シージャパン 11,400千円

東洋ホーム㈱ 9,400千円

合計 135,800千円

※４　受取手形裏書譲渡高

47,099千円

※４　受取手形裏書譲渡高

46,949千円

※５　平成20年７月31日付で金銭準消費貸借契約に基づ

く受取手形に切替えたものが、1,230,500千円ある。

―――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及びその金額

は、次のとおりである。

従業員給料手当 93,213千円

退職給付費用 2,345千円

　２　当グループの売上高は、主たる事業である建設事業

の特徴として、工事の完成引渡が第４四半期連結会

計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期

間から第３四半期連結会計期間における売上高に比

べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多く

なるといった季節的変動がある。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,219,731千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△12,518千円

現金及び現金同等物 2,207,213千円

※２　公共工事に係る前払金保証制度に基づき、資金の払

出しに一定の制限が設けられている預金が

1,137,974千円ある。
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月1日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 137,076,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,034,847

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項なし。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項なし。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項
(千円)

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前期末残高 5,391,812 68,793 1,458,838 △12,978 6,906,465

当第１四半期末までの変動額

　四半期純損失 △792,461 △792,461

　自己株式の取得※ △402,302 △402,302

当第１四半期末までの変動額合計 ― ― △792,461 △402,302△1,194,763

当第１四半期末残高 5,391,812 68,793 666,376 △415,280 5,711,701

※　平成20年４月から当第１四半期末までに、市場から402,302千円を取得した。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を

行っているが、取引残高に前連結会計年度末と比較して著しい変動が認められないため、記載していな

い。

　

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められないため、記載していない。

　

　

　

(デリバティブ取引関係)

当グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。

　

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項なし。

　

EDINET提出書類

井上工業株式会社(E00134)

四半期報告書

22/29



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
建設事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

   売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 4,657,36226,4244,683,786 ― 4,683,786

　(2) セグメント間の内部売上
　　　高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,657,36226,4244,683,786 ― 4,683,786

   営業利益 32,083 8,207 40,291 (5,032) 35,258

(注) １　事業区分は、日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

２　各区分に属する主要な事業の内部

　(1) 建設事業・・・・・・・土木、建築その他建設工事全般に関する事業

　(2) 不動産事業・・・・・・不動産に関する事業

　

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　　　在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。
　

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　　　海外売上高がないため、記載していない。
　

　

(企業結合等関係)

該当事項なし。

　

　

EDINET提出書類

井上工業株式会社(E00134)

四半期報告書

23/29



(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

45.01円 50.08円

　

２　１株当たり四半期純損失

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純損失 △6.07円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しておらず、１株当たり四半期純損失で

あるため、記載していない。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) △792,461

普通株主に帰属しない金額(千円) ― 

普通株式に係る四半期純損失(千円) △792,461

普通株式の四半期平均株式数(株) 130,617,450
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(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

(重要な資産の担保提供)

　提出会社である当社は、短期借入金の担保に供するため、平成20年８月22日付で下記の資産に対して抵当権設定契約を

締結した。

① 担保提供の期間 平成20年８月22日から

平成21年２月21日まで

② 担保提供資産の種類 販売用不動産

③ 担保提供資産の帳簿価額 871,464千円

　上記のほか、平成20年８月28日付で不動産を担保に新規の短期借入金を行う旨、意思決定している。

(重要な新株の発行)

　提出会社である当社は、平成20年８月28日開催の取締役会において、下記のとおり第三者割当による新株式及び新株予

約権の発行を決議している。

 (1) 新株式の発行

① 発行する株式の種類及び数 普通株式　150,000,000株

② 発行価格 １株につき12円

③ 発行価額の総額 1,800,000,000円

④ 資本組入額 １株につき６円

⑤ 資本組入額の総額 900,000,000円

⑥ 申込期日 平成20年９月23日

⑦ 払込期日 平成20年９月24日

⑧ 割当予定先及び株式数 アップル有限責任事業組合

150,000,000株

⑨ 資金の使途 財政基盤の安定化と受注強化

を目的とした運転資金に充当

 (2) 新株予約権の発行

① 目的となる株式の種類及び数 新株予約権１個につき

普通株式 1,000,000株

② 発行する新株予約権の総数 100個

③ 新株予約権の払込金額 20,000,000円

(１個につき200,000円)

④ 行使に際して出資される財産の

価額の総額

1,200,000,000円

(１株当たりの払込金額 12円)

⑤ 権利行使期間 平成20年９月25日から

平成21年９月24日まで

⑥ 行使により株式を発行する場合

における増加する資本金

会社法計算規則第40条第１項

の規定に従って算定される資

本金等増加限度額の２分の１

の金額とし、計算の結果、１

円未満の端数を生じる場合に

は、その端数を切り上げる。　　

⑦ 申込期日 平成20年９月23日

⑧ 割当日 平成20年９月24日

⑨ 払込期日 平成20年９月24日

⑩ 割当予定先及び新株予約権数 東証投資事業有限責任組合

100個

⑪ 資金の使途 財政基盤の安定化と受注強化

を目的とした運転資金に充当
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２【その他】

　　該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月28日

井上工業株式会社

取締役会　御中

　

誠 栄 監 査 法 人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　口　　吉　　一　　印

　

業務執行社員 公認会計士　　古　　川　　利　　成　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている井上

工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

記

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に事業を運営していく上での運転資金は著しく不足

し、支払債務の履行が困難な状態にあると記載されており、平成20年９月の手形債務の決済資金等の不足並び

に金融機関との分割返済の計画について合意を得ていない状態にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在している。しかし、会社は、融資及び第三者割当増資等を契約・合意しているため、継続企業の前提に関

する重要な疑義を解消できるものと判断し、四半期連結財務諸表を継続企業を前提として作成しているが、そ

の実現性と今後１年間の資金繰りの安全性に関する確証を得られなかった。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、上記事項の四半期連結財務

諸表に与える影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準

拠して、井上工業株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が、すべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１ 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、販売用不動産

について個別法による原価法から個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）に変更した。

２ 重要な後発事象に記載されているとおり、重要な資産の担保提供を実施している。

３ 重要な後発事象に記載されているとおり、第三者割当による新株式及び新株予約権の発行を決議してい
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る。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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